
情報システム学会 第 5 回全国大会・研究発表大会 [] 

[]-1 

 
要旨 

今日の情報技術の著しい進展とともに、組織を隔てる敷居は低くなる一方である。特に公共安全や、

危機管理には、政府機関全体の取り組みが必要であり、欧米はじめ各国ともそのためのネットワーク構

築が活発化しつつある。一方でわが国では共通プラットフォーム構想はあるものの、遅々として進んで

いない。そのような省庁横断的な電子政府システムの現状と課題について考察する。 

 

発表概要 

 国家に求められる第１の要件は、国民の生命・財産を保護することにある。２０世紀前半の

２つの大戦及びそれに引き続く冷戦は、国家の全ての資源を勝利のために注ぎ込む総力戦であ

った。２１世紀の前半に始まるテロとの戦いは、社会の全ての資産が攻撃対象となりうる。そ

のような中にあって、社会の安全を保障するためには、国家の諸機関が有機的に連携していか

なければならない。 

  

それを担保するのは、国家的なネットワーク基盤である。 

すでに欧州では、英国、ドイツ、フィンランドなどを中心に、防衛、警察、消防、沿岸警備

隊等を結ぶアドホックな公共安全システムが構築されつつある。また米国では、９．１１事案

以降、政府の８省２局の２３部局を統合して国土安全保障省を創設し、国家的な危機管理機能

の一元化が図られている。隣国の韓国でも、４８の省庁のサーバはすべて太田と光州にある２

つのセンターに集約され、将来は国家として一元的にデータを管理していく計画だという。 

このように、各国とも省庁横断的にネットワークを構築し、国民の安全・安心を確かなもの

にしていこうとする趨勢にある。 

 

一方我が国では２１世紀に入り本格的に始まった電子政府政策の中で、省庁共通業務である

２０の共通プラットフォームが計画され、その中に公共の安全を司る防災情報共有プラットフ

ォームというものもある。しかしながら各省庁のシステムの連接はなかなかはかどっていない。

特に電子政府関係者は安全保障問題に関して理解が十分ではなく、安全保障担当者は電子政府

に対して関心が十分でなく、防災から防衛までのシームレスな対応を可能とするようなネット

ワークとはなっていない。 

 

そのように縦割りの公共サービスそのままに、安全・安心か環境が構築されない背景には、

政府内部でのＩＣＴに関する知見、学習体制の不十分があるのではないだろうか。 

欧州では、ベンダーとは別に学術界がその電子政府政策を支援しているところも多い。また

米国ではＣＩＯ協議会が、産官学の知見を集め、省庁横断的に裁量慣行等を検討し、その知識

を共有するなどの活動を行っている、韓国においても、韓国情報化振興院が、情報戦略を提言

し、その実行の指導に当たっている。 

また英国ではプロジェクトマネジメントが専門職として制度化されている。米国ではＣＩＯ

協議会の支援のもと、産官学が連携して政府ＣＩＯ養成プログラム等がある。韓国でも公務員
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に対し年間一定時数ＩＴ教育が義務付けられているところもある。そこには産官学及び防衛各

部門の共通した安全・安心に対する関心、理解、協力がある。 

けれどもわが国においてはそのような形で広く知見を集め得る枠組みはなく、平成１９年に

総務省から IT 人材の育成モデルが作成され、それをもとに各省庁は人材育成計画を作ったも

のの、それに対するインセンティブも必ずしも高いものではない。そしてもとより行政、民間

と防衛の間には他国のような行き届いた協力関係が存在しない。だが果たしてそのような体制

でこれからの安全・安心を確保できるのであろうか。 

 
 本発表は、そのような公共安全・危機管理等日頃見落とされている観点を含め、省庁横断的なネット

ワークの在り方を、現地調査、インタビュー、アンケート等を交えて分析、検討するものである。 
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